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平成2１年度の相談状況

改正育児・介護休業法に関する相談が大幅に増加

－６月１日には改正法の講習会を開催－

岩手労働局雇用均等室では、平成２１年度における男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法の施行状況を次のとおり取りまとめました。

また、平成２２年６月３０日に施行される改正育児・介護休業法等について、盛岡市内において「雇用管理講習会」を開催します。

１　平成２１年度男女雇用機会均等法施行状況(資料１参照) 


２　平成２１年度男女雇用機会均等法施行状況(資料１参照) 


２　平成２１年度育児・介護休業法施行状況(資料２参照) 


３　雇用管理講習会の開催（資料３参照）
別添資料

１　平成21年度岩手労働局雇用均等室における男女雇用機会均等法の施行状況

２　平成21年度岩手労働局雇用均等室における育児・介護休業法の施行状況

３　雇用管理講習会のご案内（チラシ）

４　男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法に基づく紛争解決援助制度の

　　ご案内（リーフレット）

５　男女雇用機会均等法のあらまし（リーフレット）

６　育児・介護休業法が改正されます！（リーフレット）

７　事業主の皆様へ（リーフレット）

（１）相談　


・・・事業主からの相談が多く、改正育児・介護休業法施行に伴う相談が大幅に増加


○　平成２１年度に寄せられた育児・介護休業に関する相談は８４９件となっており、昨年（６００件）と比較すると２４９件（＋４１．５％）の大幅な増加となっています。


○　育児・介護休業法の諸制度の内容に関する問合せなどの事業主等からの相談が７８３件と昨年度に比べ２３３件（＋４２．４％）増加し、相談件数全体の９２．２％を占めています。他方、男女労働者からの相談も６６件と昨年（５０件）と比較すると１６件（＋３２．０％）の増加となっており、うち育児休業の取得等を理由とした不利益取扱いに関する相談は８件となっています。景気悪化に伴い育児休業できないなどの深刻な相談もでています。





（２）紛争解決援助


　　　・・・改正育児・介護休業法施行により援助制度が新たに設けられています。


○　改正育児・介護休業法では、労働者と事業主の間に生じた紛争について、当事者の一方又は双方から求めがあった場合は、その解決に向けて次の援助ができることとされています。


①　都道府県労働局長による紛争解決援助（平成21年９月３０日施行）


②　調停会議による調停（平成２２年４月1日施行）


○　２１年度については、岩手労働局長の援助の申請はありませんでした。





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





（１）相談　


・・・女性労働者からの相談が多く、セクハラ、妊娠関係等の相談が増加傾向


○　平成２１年度に寄せられた男女雇用機会均等法に関する相談は２２９件となっており、昨年（２５５件）と比較すると、２６件の減少（▲１０．２％）となりました。


○　しかしながら女性労働者からの相談は多く、１３８件と全体の６０．３％（昨年度５２．５％）を占め、また年々増加し、法が改正された２年前と比べると23.2％増（平成１９年度　１１２件）となっています。特にセクシュアルハラスメント、妊娠出産等を理由とする不利益取扱いに関する相談が増加傾向にあります。





（２）岩手労働局における指導等


　　　・・・セクハラ防止対策が不十分


　○　岩手労働局雇用均等室では、事業場訪問により各企業の雇用管理制度とその運用実態を把握する報告徴収を実施し、均等法上問題がある場合は助言、指導等を行い、その是正を図っています。


　○　平成２１年度の指導等件数は３０６件で、セクシュアルハラスメント対策に関するものが２１４件と最も多くなっています。





（３）紛争解決援助


　　　・・・妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの紛争等を解決


○　男女雇用機会均等法では、労働者と事業主の間に生じた男女均等取扱い等に関する紛争について、当事者の一方又は双方から求めがあった場合は、その解決に向けて次の援助ができることとされています。


　①　都道府県労働局長による紛争解決援助


　②　調停会議による調停








○　岩手労働局長の援助については３件の申立てを受理しており、うち２件は妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いに関する内容、１件はセクシュアルハラスメントに関する内容でした。いずれの事案も労働局長が助言、指導等を行った結果、解決に至っています。


○　調停については、セクシュアルハラスメントに関する紛争解決援助について２件の調停を開始しましたが、２件とも打ち切りとなりました。





　改正育児・介護休業法（平成22年６月３０日施行）に関する事業主からの相談が増加していることを受けて、就業規則の改定等に関する講習会を実施します。


○　併せて本年４月に改正された雇用保険法や労働時間等の設定の改善促進に関する制度等についても講習を実施します。


■日時：　平成２２年６月１日（火）１４：００～１６：３０


■会場：　アイーナ　会議室８０４


■対象者：　事業主、人事労務担当者等
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